
漁業資源の変動と資源評価について
漁業資源を適切に利用するためには、海の中の魚の量（資

源量）がこれまでどのように変動し、現在どのような状態に
あるのかを知る必要がある。資源評価とは、資源の状態や漁
獲される魚の割合などを推定することにより、漁獲が資源へ
与える影響を評価し、資源が健全な状態にあるかどうかを判
断することである。

しかし、資源量を推定することは容易ではない。特に分布
域が広く、大洋レベルの回遊が見られる資源の場合はなおさ
らである。また、資源量は環境の変化などの要因で自然に変
動することも多いため、漁獲で生じる変動との区別も必要で
ある。ここでは、どのような情報を用い、どのような方法で
資源の変動や漁獲の影響を把握しているのか、そして、どの
ように資源管理に生かされているのかを概説する。本書で扱
う国際的な資源の場合、各地域漁業管理機関（RFMO）に
附属する科学委員会などで、漁業データや科学調査結果が分
析され、さらに資源量指数などの情報を加味して資源評価を
行い、今後の漁獲枠などの管理措置が勧告されるのが通例で
ある。ここでは、基本的にこの流れに沿う形で説明する。

１．漁業資源の変動とその要因

(1) 自然変動要因
ここでいう自然変動とは、水温などの自然環境の変化に

ともなう資源の変動のことである。例えば、地中海の定置
網の漁獲量から、大西洋クロマグロは過去 400 年間大きな
自然変動を繰り返してきたことが知られている（Ravier and 
Fromentin 2001、図 1）。また、太平洋クロマグロの加入量
と黒潮続流域の水温の関係（植原ほか 2004）や、カラフト
マスの資源量と降水量や気温の関係（加賀ほか 2011）、アル
ゼンチンマツイカの資源量と産卵場や漁場の水温の関係（若
林・酒井 2011）など、資源変動と海洋環境の相関を示した
研究例は多い。自然変動の具体的なメカニズムまで明らかに
した研究はほとんどないが、水温などの変化が産卵量や卵質、
稚仔の生き残りなどに直接影響するほか、稚魚が食するプラ
ンクトンの発生量などを介して稚魚の生き残りに影響を及ぼ
していると考えられる。

また、南極海のシロナガスクジラとクロミンククジラの関
係のように、他種の資源変動に影響される場合もある。シロ
ナガスクジラの資源量は乱獲により極めて低水準になったた
め、1964 年以降全面禁漁とされているが、現在でも資源回
復の速度は極めて遅い。これは生息環境や餌を同じくするク
ロミンククジラがそのニッチ（生態的地位）を奪い、資源量
を急速に増大させたためと推測されている（木白ほか 2011）。

(2) 漁獲の影響
資源変動の他の原因として人間活動の影響が挙げられる。

環境破壊や地球温暖化などは局所的または長期的な影響をも
たらしていると思われるが、本書で扱う主に沖合に分布する
資源の場合、漁獲による直接的な影響が大きいと考えられる。
一般に、いか類などのように自然死亡率（自然の要因で死亡
する割合）の高い資源は、資源量の自然変動も大きい。一方、
鯨類などの自然死亡率の低い種は、自然変動も小さく、漁獲
の影響が資源変動に現れやすい。まぐろ類では、稚魚期を含
む若齢期は自然死亡率が高いため、自然変動の影響を大きく
受ける。一方で、ある程度成長すると自然死亡率は低く、漁
獲による死亡率が相対的に高くなるため、今度は漁獲の影響
が現れやすくなると考えられる。通常の資源評価ではこの漁
獲の影響を評価することに重きが置かれる。

２．資源評価のために必要な情報

　どのような方法で資源評価を行うかは、対象となる資源や
漁業の特性にもよるが、どのような情報（データ）が使える
かにも依存する。情報は入手手段により、「漁業からの情報」
と「漁業から独立した情報」に分類できる。
(1) 漁業からの情報
漁獲量：1 年間の総漁獲重量など、漁獲の規模を知るための
最も基礎的な情報である。しかし、漁獲報告のシステムが未
整備の国では漁獲量さえ定かでない場合も多い。魚種ごとの
漁獲量、さらに漁獲尾数が把握できると、より有用な情報と
なる。

漁獲努力量：魚を獲るために投じた努力の大きさを定量化し
たものである。単に「努力量」とも呼ばれる。はえ縄漁業で
は操業で使った鉤の数、まき網漁業では揚網回数や操業日数、
魚群探索時間、底びき網漁業では曳網回数や曳網時間などが
努力量として用いられることが多い。ただし、例えばはえ縄
漁業の場合、鉤の設置水深などにより魚の獲れ方が異なるこ
ともあるため、実質的に有効な努力量を把握するのは簡単で
はない。

漁獲物のサイズ（年齢）組成：個々の魚の体長や体重等か
ら成長式を用いて漁獲物の年齢組成を推定することができ
る（後述の統合型資源評価モデルでは、年齢別の漁獲尾数の

図 1. 1634 年から 1960 年までの地中海の定置網による大西洋
クロマグロの漁獲量の変遷（Ravier and Fromentin 2001）ほぼ
100 年周期の自然変動があることを示している。
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推定プロセスを資源評価モデル内に取り込むことにより、推
定された年齢組成の誤差も考慮できる）。この情報から加入
量の増減や、親魚が十分に確保されているかどうかといった
ことがわかる。しかし、漁獲物の年齢組成を正確に知るため
には、体長組成や年齢査定のデータを大量に集めることが必
要であり、体系的なサンプリング体制の整備が不可欠である。
例えば、ミナミマグロでは、日本のはえ縄船が漁獲した全個
体の体長データが即時的に収集される体制が整っている。

(2) 漁業から独立した情報
資源量やその動向を直接調べるために、科学的にデザイン

された調査が行われる。鯨類で行われている目視調査はその
一例である。これは鯨が呼吸のため水面に浮上する際、目視
で存在を確認できることを利用した調査である。また、底魚
類に対しては底びき網を用いた漁獲調査や、スケトウダラや
南極海のオキアミでは魚群探知機を用いた調査が行われ、資
源量推定に用いられている。さらに、まぐろ類の一部では、
曳縄調査や航空機からの目視調査で加入量や親魚量の動向が
調べられている。これらの調査は漁獲規制などの影響を受け
ない科学的な方法であり、推定値のばらつきは大きいものの、
偏り（バイアス）は少ないと一般に考えられている。そのた
め、資源評価を行う上で貴重な情報源となる。

科学調査と漁業を組み合わせた手法として、まぐろ類を中
心に標識放流調査が実施されている。標識をつけた魚を放流
し、その魚が漁業で再び漁獲（再捕）されることで、いつど
こでどのくらい漁獲されたかという情報が得られる。これを
基に魚の移動や死亡率、資源量などを調べることができる（山
田・北田 1999）。最近では、回遊経路や遊泳水深などを記録
できる電子型標識の利用も盛んになっている。

３．資源量指数による資源評価

資源状態を知る簡便な手法として、資源量指数を利用する
方法がある。資源量指数とは資源量の変化を相対的に示す指
標のことである。例えば、資源量が半分になれば、資源量指
数も半分になると想定される。科学調査により何らかの資源
量指数が得られることもあるが、多くの資源では漁獲量と努
力量から計算される CPUE（Catch Per Unit Effort：単位努
力量あたりの漁獲量）を資源量指数として用いる。まぐろは
え縄漁業では鉤 1,000 本あたりの漁獲尾数（もしくは漁獲量）
で表されるのが慣例である。

CPUE は算出が容易である点で便利な指標であるが、
CPUE が資源量の時間変化を本当に表しているか充分に検討
する必要がある。CPUE は実際の資源量の変化ばかりでなく、
漁場や漁期、漁具などの変化にも影響されるからである。例
えば、新たな漁具や周辺機器の開発により、魚を捕る効率が
年々上がっている場合、資源量は変化しなくても見かけ上の
CPUE は上がるだろう。また、漁獲の主対象が変わった場合、
元々の漁獲対象種の CPUE は見かけ上低下することも考え
られる。これらの影響を排除し、資源量の本当の変動のみを
抽出する統計解析を「標準化」と呼び、実際の資源評価では
様々な手法が使われている（庄野 2008）。しかし、標準化手

法の違いにより、異なる CPUE の年変化が推定される場合
も多く、このような時は慎重な解釈が求められる。

４．資源評価モデルによる資源評価

現在、国際資源を対象に使われている資源評価モデル
は、（1）プロダクションモデル、（2）VPA、（3）統合モデ
ル、と大きく 3 つに分類できる。歴史的にこの順序で理論が
発展してきた。現在、特にまぐろ類では統合モデルが広く使
われているが、いくつかの資源ではプロダクションモデルや
VPA も使われ続けている。

(1) プロダクションモデル
　余剰生産モデルとも呼ばれるこの方法は、個体数ではなく
資源量（重量）の変化をモデル化したもので、資源量の増減は、
成長と加入による増加分と自然死亡と漁獲による減少分との
バランスにより決まるとみなす（Russell 1931）。基本的に漁
獲量と資源量指数（もしくは努力量）という 2 つの情報から
資源量を推定する（谷津 2001）。漁獲物の年齢データを使わ
ないなど、他の手法に比べて必要な情報が少ないため、多く
の魚種に適用されてきた。
　最も単純なプロダクションモデル（シェーファーモデルま
たはロジスティックモデルと呼ばれる）における資源の変化
を図 2 に示した。左図は資源量が何らかの原因で減少したと
きの資源量の回復の様子を示している。S 字状の回復経過を
示し、最終的に飽和状態（この資源量を環境収容力と呼ぶ）
に至る。右図は、各資源水準における単位時間（例えば 1 年）
当たりの生産量で、もしこの量と同じだけ漁獲すれば、資源
量は変化しない。この生産量を持続生産量もしくは余剰生産
量と呼ぶ。最大持続生産量（MSY：Maximum Sustainable 
Yield）とは、その最大値のことで、この例では、資源量が
環境収容力の半分のときに MSY が得られる。この MSY の
概念は、資源の自然変動を考慮していない（平衡状態）と
いう非現実的な仮定のもとでの概念ではあるが（Haddon 
2011）、MSY を達成するための漁獲係数（FMSY；後述）や
MSY 達成下での資源量（BMSY）は、資源管理がうまくいっ
ているかどうかの基準としてよく用いられている。ちなみに、
右図の関係は資源の生物学的特性によって異なる場合もあり、
シェーファーモデルを一般化したペラ・トムリンソンモデル
が使われることもある（谷津 2001）。

図 2. プロダクションモデルにおける資源量の時間変化（左）及び
資源量と持続生産量との関係（右）（魚住 2011）資源量が飽和状
態の半分の時に MSY（最大持続生産量）が達成される。
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(2)VPA
　VPA（Virtual Population Analysis）はコホート解析とも
呼ばれ、年齢別の漁獲尾数と自然死亡率、そして多くの場合、
資源量指数から、各年級群（コホート：同じ年に生まれた魚）
の資源尾数を推定する方法である。例えば、2002 年に生ま
れた 2002 年級群に関して毎年の漁獲尾数と自然死亡率がわ
かれば、この年級群が最高齢（例えば 5 歳）で死に絶えると
きから資源尾数を逆算することができる（図 3）。すなわち、
4 歳はじめの資源尾数は 4 歳時の 1 年間の自然死亡量（図 3
では 90 尾）にその年の漁獲量（180 尾）を加えた 270 尾で
ある。さらに、3 歳はじめの個体数は、この 270 尾と自然死
亡の 210 尾と漁獲死亡の 420 尾を加え 900 尾となる。同様に
遡って行くことで、1 歳時の加入量（10,000 尾）を求められる。
このように、それぞれの年級群を経年的に追いかけていくの
が VPA の基本的な考え方である。
　実際の解析では、最近年の各年齢の漁獲係数（単位時間当
たりに漁獲によって死亡する度合い；桜本 1998）及び各年
の最高齢の漁獲係数を何らかの方法で得る必要がある。こ
れらの漁獲係数（ターミナル F と呼ばれる）を推定する
ために資源量指数を使う手法をチューニング VPA または
ADAPT-VPA と呼ぶ。実際の資源量指数をうまく説明でき
るようにターミナル F を調節（“チューン”）するのである。
この手法は 1980 年代中頃から開発が進み、多くの資源に使
われてきた。
　VPA では、一般に寿命が長く、自然死亡率が低く、漁獲
割合が高い場合に精度良く資源量が推定できることが知られ
ている。また、若齢の推定値ほど誤差が相対的に小さくなる

（平松 2001a）。一方、漁獲物の年齢組成の誤差が大きいと信
頼できる結果が得られないという問題があり、近年多くの資
源で VPA から統合モデルへ移行する一因となっている。

(3) 統合モデル
1990 年代後半以降、統合モデル（integrated model ; NRC 

1998）と呼ばれる、更に複雑な解析法がまぐろ類を中心に使
われている。統合モデルは、年級群を単位に資源の動態を考
える点では VPA と同じであるが、漁獲量や努力量（または

資源量指数）、漁獲物のサイズ（年齢）組成データ、標識放
流データなど、様々な情報を生データに近い形でまとめて入
力し、資源量や漁獲係数などを一括して推定するという特徴
がある。資源や漁業の実態により即した資源評価を 1 つのモ
デルで生データに近い段階から一貫した形で行える点が支持
を集めているようである。

VPA との理論上の違いは、年齢別の漁獲尾数の誤差を考
慮できる点である（VPA では漁獲尾数に誤差はないと仮定
し、経年的に単純に足し合わせる）。そのため、漁業データ
しか利用できないような場合、統合モデルは VPA より優れ
ているという研究例がある（NRC 1998）。その反面、統合モ
デルでは入力データの加工などもモデル内部で行うため、モ
デルが複雑になりがちで、プログラムがブラックボックス化
してしまう危険性もある。そのため、モデルの設定や推定結
果の妥当性を十分に検討する必要がある。

一般に統合モデルの開発には多大な時間と労力がかかるた
め、Multifan-CL（Fournier et al. 1998） や Stock Synthesis

（SS；竹内 2006、Method 2011）など汎用性を持ったソフト
ウェアが用いられることが多い。これらのソフトウェアでは、
資源の動態や漁業活動の空間的な違いを考慮した資源評価も
可能になっている。

５．資源診断と将来予測に基づく管理措置の勧告

これらの資源評価モデルにより、過去から現在までの資源
量や漁獲係数などが推定される。近年、まぐろ類の資源管理
では、現在の資源量 Bcur（産卵親魚量で表すことが多い）と
漁獲水準 Fcur を BMSY と FMSY と比較することで、現在の資
源水準が乱獲された状態（Bcur<BMSY）にあるか、また、現
在の漁業が乱獲行為（Fcur>FMSY）にあたるかを判断している。
両指標の過去の変化を 1 枚にまとめた図は、神戸で開かれた
第 1 回まぐろ類地域漁業管理機関合同会合にて作成が推奨さ
れたことから「神戸プロット」と呼ばれている。資源管理に
おける予防的アプローチとして、乱獲の基準や乱獲からの回
復措置などをあらかじめ定め、不確かな条件下でも資源を枯
渇させることなく、安全に管理しようとする動きがあるが（魚
住 1999）、神戸プロットの作成などに見られるように、その
考え方はまぐろ類の資源管理に浸透しつつある。

このような資源診断の他に将来予測の結果を加味すること
で、今後の漁獲量などの管理措置がまとめられることが多い。
将来予測では、将来の加入量の変動なども考慮した上で、現
在の漁獲量で漁業を続けた場合やそれを増減させた場合に、
資源量がどのように変化するかをシミュレーションにより予
測する。大西洋クロマグロなどいくつかの資源では、FMSY

や FMAX（加入量当たりの漁獲量 YPR を最大化する F）、F0.1

（YPR と F の関係を示す曲線において接線の傾きが原点にお
けるそれの 1/10 になる F。経験的に安全な管理基準と考え
られている。）などの管理基準値（Reference Point）に基づ
き、将来の漁獲量が設定されている。つまり、これら一定の
漁獲割合と資源量の予測から今後の漁獲量が計算される。ま
た、ミナミマグロのように、あらかじめ決められた管理方式

図 3.  VPA による資源量推定の基本概念（魚住 2011）コホート
毎に 1 歳ずつさかのぼりながら死亡数を足し合わせることで各年
齢での個体数を推定する。
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（後述）に基づき将来の漁獲量を算定することもある。いず
れの方法にせよ、将来予測の結果を管理目標の達成度などで
定量的に評価することで、管理措置の妥当性は判定されるが、
管理目標が明示的に定められていない場合、その取りまとめ
は難しくなる。

６．オペレーティングモデルの利用と管理方式の開発

資源評価は、様々なデータを使い様々なモデルで行われる
が、そこから得られる推定結果の精度も様々である。データ
の質が悪く、漁獲量や努力量の誤差が大きいと、推定値の精
度はやはり悪くなる。そのため、資源評価の平均的な結果だ
けでなく、その精度にも配慮する必要がある。例えば、自然
死亡率などは経験的な値に固定されることが多いが、これら
の仮定を変えた条件下で、同様の資源評価を行うことで、経
験的な仮定が資源評価の結果にどう影響しているかを調べる
ことが望ましい（これを感度分析と呼ぶ）。

このように推定精度の評価を行うことができるが、これは
あくまで想定しているモデルがある程度正しいという前提の
下での話である。モデルがそもそも誤っていれば、その精度
の評価も信頼できない（平松 2001b）。

では、どうすれば、資源評価モデルそのものの信頼性を評
価することができるのだろうか。この問いに対し、仮想的な
資源動態モデル「オペレーティングモデル」により、資源評
価モデルの確からしさを検証する方法が提案されている。オ
ペレーティングモデルとは、資源の個体群動態、漁獲過程な
どをあらかじめ決めたパラメータ値（真の値とみなす）のも
とで計算するシミュレーションモデルのことである。実際に
は自然界での真の値はわからないため、想定しうる様々な状
況を考え、実際にありそうな誤差なども含んだ形で、仮想の
漁業データや調査データなどを発生させる。そして得られた
仮想データを用いて資源評価を行い、その結果を仮定した真
の値と比較する。これにより、資源評価モデルがどの程度正
確に精度よく推定できるか検討することができる。このよう
な試みは NRC（1998）などで行われているが、今後より様々
な条件下での検討が望まれる。

このオペレーティングモデルを用いたテストは、管理方
策の検討にも使われ、その検討過程は MSE（Management 
Strategy Evaluation）とも呼ばれる（図 4）。みなみまぐろ
保存委員会（CCSBT）ではオペレーティングモデルを用い
て管理方式（MP：Management Procedure、管理手続きと
も呼ばれる）が開発され、2011 年より TAC（総漁獲可能
量）の算定に使われている（CCSBT 2011）。管理方式とは、
CPUE などの資源量指数や科学調査結果からあらかじめ定
められた手続きにより TAC を自動的に決めるルールのこと
である。オペレーティングモデルを用いて管理方式を開発す
ることの利点は、資源や漁業に関する種々の不確実性に対し
て、管理方式の頑健性やリスクを事前に評価できることであ
り、TAC の決定に関する客観性と透明性も保証される。し
かし、管理方式の開発には膨大なシミュレーションや管理目
標などの事前合意が必要であるため、国際捕鯨委員会（IWC；

田中 2002）や CCSBT 以外では計画段階に留まっているが、
MSE への関心は高く、まぐろ類の 5 地域漁業管理機関では
2012 年より合同の専門作業部会が設置されている。

７．今後

冒頭に資源の自然変動と漁獲の影響を的確に把握すること
の重要性に言及した。しかし、現在の資源評価では自然変
動への取り扱いは不十分である。多くの資源評価モデルで
は自然死亡率は年に依らず一定と仮定しているのが現状であ
り、気候や海洋構造の変化による数十年スケールの自然変
動についても、現象そのものへの関心は高まっているが、理
論的な取り扱いはそれほど進んでいない。しかし、海洋環境
の変化が低次生産を通じて高次捕食者の時空間動態に与え
る影響を評価する国際プロジェクトが現在いくつか進行中
である（CLIOTOP や SEAPODYM など）。さらに、これま
での資源評価モデルは単一種に限定されたものが多かった
が、Ecopath など生態系全体の動態を扱うモデルへの関心も
高まっている（米崎 2010）。現在の資源評価モデルはすでに
かなり複雑であるが、今後はこれらの要因を加えた、さらに
高度なモデルが提案される可能性がある。これらのモデルが
現実の資源管理にどの程度有用であるか今後検討されるべき
課題である。
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